事業類型 ：施設運営型　　部　　局 ： 住宅まちづくり事 業 名 ：府営住宅事業
注記（事業別財務諸表・府営住宅事業）
１．追加情報
（１）固定資産の減損の状況
（行政財産）
減損の兆候があるもの（減損を認識した場合を除く）　

	用途
	種類
	場所
	帳簿価額（円）
	減損の兆候の概要
	複数の固定資産を一体として行政サービスを提供するものと認めた理由
	減損を認識しない根拠

	府営住宅
桃山台3丁
外1住宅
	土地
	―
	229,632,000 
	使用低下の見込み（耐震改修による募集制限等）
	―
	（耐震改修後）回復の見込み

	
	建物
	
	625,992,378 
	
	一体として府営住宅としての用を成しているため
	

	
	工作物
	
	8 
	
	
	

	府営住宅
狭山
外27住宅
	土地
	―
	22,666,626,852 
	使用低下の見込み（一部用途廃止予定）
	―
	使用を継続

	
	建物
	
	20,005,452,630 
	
	一体として府営住宅としての用を成しているため
	

	
	工作物
	
	147,613,042 
	
	
	

	府営住宅

竹城台第3

外16住宅
	土地
	―
	8,833,422,651 
	使用低下の見込み（建替えによる募集制限等）
	―
	（建替え後）回復の見込み

	
	建物
	
	86,088,576,672 
	
	一体として府営住宅としての用を成しているため
	

	
	工作物
	
	6,566,431,596 
	
	
	






	用途
	種類
	場所
	帳簿価額（円）
	減損の兆候の概要
	複数の固定資産を一体として行政サービスを提供するものと認めた理由
	減損を認識しない根拠

	府営住宅
新千里北
外1住宅
	土地
	―
	1,228,608,354 
	使用低下の見込み（建替え・耐震改修による募集制限等）
	―
	（建替え・耐震改修後）回復の見込み

	
	建物
	
	4,697,850,749 
	
	一体として府営住宅としての用を成しているため
	

	
	工作物
	
	186,843,880 
	
	
	



減損を認識したもの
	　　  用途
	種類
	場所
	減損前の帳簿価額（円）
	減損に至った経緯
	減損損失額（円）
	減損後の帳簿価額（円）
	減損損失額の算出方法の概要

	
	
	
	
	
	
	
	帳簿価額と比較する正味売却価額・使用価値相当額の別とその算出方法
	摘要

	府営住宅
池田神田
	土地
	池田市神田１丁目
	70,448,160 
	使用終了（移管）
	70,448,155 
	5 
	移管に伴う無償譲渡のため０
	帳簿価額を備忘価額の5円まで減額

	
	建物
	
	3 
	
	0  
	3 
	
	帳簿価額を備忘価額の3円まで減額

	
	工作物
	
	4 
	
	0 
	4 
	
	帳簿価額を備忘価額の4円まで減額



（２）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①事業の概要
府営住宅の企画・整備・運営・管理等を行っています。

　　　 ②当該事業に関し説明すべき固有の事項　　
○　池田市内における府営住宅の市への移管に伴い固定資産等評価損（減損）（70,448千円（注））を計上しています。
（注）平成27年度以降に各市に移管した大阪府営住宅に係る地方債については、それらを償還するまで、引き続き大阪府の負債として計上しますが、当該地方債の元利償還金等相当額については、「大阪府営住宅事業の移管に関する協定書」等に基づき、毎年度、市が負担することとなっています（元金相当額　大阪市48,777百万円、大東市858百万円、門真市2,634百万円、池田市3百万円：地方債（発行済）の令和２年度以降負担分（地方交付税措置相当分等を除く））。
　　　　 ○　府営住宅事業特別会計の地方債の元利償還については、当該償還金額を一旦公債管理特別会計に繰り出し、公債管理特別会計から引受機関に償還を行っています。また、地方債に係る減債基金への積立及び元金償還のための取崩しについても、公債管理特別会計を通じて行っています。キャッシュフロー計算書に記載の繰入金7,218百万円は減債基金からの取崩しによるもので、繰出金52,064百万円の内訳は、元利償還及び手数料37,392百万円、減債基金積立金14,672百万円となっています。
　　　　 ○　大阪府の新公会計制度における地方債残高については、毎年度の元金償還相当額を公債管理特別会計に移し替えて表示するなど、各会計別の実残高とは異なっています。なお、本会計の実残高は339,008百万円です。詳しくは、公債管理特別会計の注記「地方債残高及び減債基金の表示」をご覧ください。
         ○　この他、歳入歳出外現金として府営住宅使用者保証金及び府営住宅駐車場使用者保証金等を別途管理しています。
年度末現在高の主なものとして、府営住宅使用者保証金5,935百万円、府営住宅駐車場使用者保証金853百万円となっております。
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